
 

                                                     令和●年●月●日 

 

 

宮崎県知事 河野 俊嗣 殿 

 

                                    企業等の所在地 ●●市●●１丁目●－●● 

                  企業等の名称  株式会社●●●● 

                                    代表者氏名   代表取締役 ●● ●● 

 

 

令和８年度宮崎県子育てにやさしいまちづくり事業実績報告書 

 

 

 令和●年●月●●日付け２４６６０－●●●●で交付決定のあった宮崎県子育て

にやさしいまちづくり事業補助金については、補助金等の交付に関する規則（昭和39年

宮崎県規則第49号）第14条の規定により、その実績を関係書類を添えて報告します。 

 

 

 

（添付書類） 

 １ 事業実績書（別記様式第１号） 

２ 収支決算書（別記様式第２号） 

３ 精算額調書（別記様式第３号） 

４ 特別徴収実施確認・開始誓約書（別記様式第４号） 

 ５ 工事契約書及び領収書の写し 

 ６ 納品書及び領収書の写し 

 ７ 整備後の写真 

 

担 当 者：●● ●● 

電話番号：●●●●－●●－●●●● 

メ ー ル：●●●●●●●＠●●.jp 

報告する日を記入 

代表者の役職を記入 

交付決定通知に記載の文書番号を記入 交付決定通知の日付を記入 

連絡可能なものを記入 



 

様式第８号（第11条関係） 

 

事業計画書 
 

１ 対象施設の所在地 ●●市●●１丁目●－●● 

２ 業種 飲食業 

３ 事業の概要 

店内奥の空きスペースを活用して、床に衝撃吸収

マットを敷設し、周囲を柵で囲って新たにキッズ

スペースを設置した。 

あわせて、知育玩具の収納用に壁面固定の棚を造

作し、絵本やブロック等の未就学児用玩具を設置

した。 

４ 事業の実施期間 交付決定日 ～ 令和●年●月●日 

５ 

整備前の写真 整備後の写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※県から送付のあったステッカーを貼

付後のもの 

６ 
事業実施により期待され

る効果 

本事業によりキッズスペースを設けることで、子

育て世帯が安心して食事を楽しめる環境を整える

ことができた。 

「ひなたの出逢い・子育て応援運動」にも登録し

たので、今後地域の子育て世帯に配慮した環境づ

くりを推進していく。 

 

 

整備を行う施設の所在地を記入 



 

様式第９号（第11条関係） 

 

収支決算書 
 

１ 収入の部 

（単位：円） 

区分 金額 備考 

県補助金 220,000  

自主財源 230,000  

その他   

合  計 450,000  

 

 

 

２ 支出の部 

（単位：円） 

経費区分 
補助事業に 

要する経費 
補助対象経費 補助金額 備考 

工事費 

 

 

備品購入費 

 

 

消耗品費 

400,000 

 

 

40,000 

 

 

10,000 

  440,000 220,000 
補助対象外 

消耗品費 10,000円 

合  計 450,000 440,000 220,000  

  

  

「２ 支出の部」の補助事業に要する経費の合計額と一致 

「１ 収入の部」の合計の欄の額と一致 
補助対象外費用を除いた額を記入 

原則、消費税等相当額を減額すること 



 

様式第10号（第11条関係） 

 

令和８年度宮崎県子育てにやさしいまちづくり事業補助金 精算額調書 

 

  企業等名 株式会社●●●●         

         

対象施設等名 

 

 

総事業費 

 

 

 

Ａ 

 

 

寄附金 

その他収入額 

 

 

Ｂ 

 

 

差引額 

 

 

 

Ｃ（Ａ－Ｂ） 

 

 

補助対象経費 

 

 

 

Ｄ 

補助所要額 

（Ｄ×１／２）と 

補助上限額 

（50万円）の 

いずれか低い額 
 

Ｅ 

 

 

交付決定額 

 

 

 

Ｆ 

 

 

 

●●●● 

 

 

 

 

円 

 

 

450,000 

円 円 

 

 

450,000 

円 

 

 

440,000 

円 

 

 

220,000 

円 

 

 

220,000 

※補助所要額について、千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

収支決算書の「補助対象経費」と一致 

原則、消費税等相当額を減額すること 


